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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

 総合研究報告書 
 

パーソナルヘルスコードを活用した診療（オンライン診療を中心とした）に 
おける行動変容に関する研究 

       研究代表者 米田 隆 融合研究域融合科学系・教授 

  研究要旨 本研究は、健康・医療政策をデジタルトランスフォーメーション
推進という観点から、パーソナルヘルスレコードを活用した診療（オンライ
ン診療中心とした）における行動変容に関する研究を行い、デジタルヘルス
改革を推進する。 

 

 

 

 
   

Ｂ．研究方法：①PHRに関わる国内外の 

エビデンスの収集・レビュー、研究会の開 

催②PHR を用いたオンライン診療による 

生活習慣病患者への有用性の検討③PHR の 

利活用に関する実証研究。 

（倫理面への配慮）個人情報の取り扱い 

に十分注意し、当該の倫理審査委員会の 

審査・承認を受け実施する。 

Ｃ．研究結果：上記①②③の研究を行った。 

①PHR に関する研究報告数は年々増加も、 

行動変容への影響を評価した論文は少ない。 

遠隔診療学会の協力のもと様々なステーク 

フォルダー意見を集約論文投稿した。（図 1, 

２）②オンライン診療での PHR 利用は従来 

診療より行動変容効果を認めた。（図２）  

新たな研究（厚労省健康づくりのため身体 

活動・運動ガイド 2023 を反映＋血糖リアル 

タイムモニタリングを応用）した PHR 実証 

研究実施中。中間解析で平均 1.4kg の減量 

や血糖値変動の改善も見られている（図 4） 

また、2か月プログラムの研究も開始、2か月 

で行動変容がおこる可能性を認めた（図-5） 

Ｄ．考察： 

PHRと行動変容の研究数は少ないが、新規PHR 

論文＋厚労省ガイドラインをベースにした 

新規研究の中間解析から本研究の社会実装 

も可能と思われる。 

Ｅ．結論：さらに臨床研究を推進し本邦の 

政策に寄与するよう、より強力なエビデンス 

の構築に努める。 

Ｆ．健康危険情報： 該当なし 

Ｇ．研究発表： 

 1.  論文発表 該当なし（投稿中） 

 2.  学会発表 2件 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況： 

 1. 特許取得 該当なし 

 2. 実用新案登録 該当なし 

 3. その他 該当なし 
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Ａ．研究目的：パーソナルヘルスレコード 
（PHR）等で患者本人が医療情報の閲覧による 
行動変容変化に関し、国内外のエビデンスを 
、論文データベース、研究事業報告書、ガイド 
ラインから収集・レビューをする。 
また既にPHR活用している医療機関・企業、 
厚生労働省の関係者による討論の場を設け、 

内容を論文化しエビデンス構築をする。 

さらにオンライン診療および健診・人間ドッ 

クでのフィールドで医療情報の閲覧やPHRから 

得られる情報での利活用することでの行動変 

容への影響に関して、より高いエビデンスを 

構築する 
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図-1 
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図―２ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図―１と図―2の論文を一つにまとめReviewとして英語論文に投稿中 
「Impact of Personal Health Record Use on Behavioral Change: A Literature Review」 
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中国の状況：ヘルスケアプラットフォームには「インターネット病院」 「アリヘルス」、

「WeChat」、「平安グッドドクター」 

IoT デバイスを用いたアプリの導入は、一部の指標改善に効果があり、保健指導や医療に有用、

効果は継続率に依存する➡効率的な介入方法の研究の必要性 

アプリ導入における医療者の負担の問題 

R6 能登地震における応用：石川県医師会、石川県、厚労省、金沢大学、企業の産官学の連携連

携活動：DC-CAT、 NTT ドコモ震災支援 

PHR 活用の障壁：PHR を見るだけでは効果がない一群の存在 
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図-4 
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図－5 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2か月コースの結果（中間解析） 
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新たな追加研究：2025 年 1 月より 100 例の 2 か月コースによる臨床研究開始 

（すでに 100 例症例登録済み） 

  上記研究結果より 2 か月で行動変容が完成している症例 85％（40/47）認められた。 

  デジタル医療で行動変容が従来の 6 か月から 2 か月に短縮できる可能性を証明する 

➡医療政策の効率化 
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